
京都市特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例（令和４年１２月２３日京都

市条例第   号）（文化市民局地域自治推進室） 

１ 特定非営利活動法人の設立及び合併の認証の申請並びに役員の変更等の届出に係

る添付書類について、住民基本台帳ネットワークシステムにより地方公共団体情報シ

ステム機構から特定非営利活動法人の役員に係る機構保存本人確認情報の提供を受

けるときは、当該役員に係る住民票の写し又は住民票記載事項証明書の添付を要しな

いこととしました。 

２ 特定非営利活動促進法に基づく手続について、電子情報処理組織を使用する方法そ

の他の情報通信の技術を利用する方法により行うことができることとしました。 

  この条例は、市規則で定める日から施行することとしました。 
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京都市特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例を公布する。 

令和４年１２月２３日 

京都市長 門 川 大 作 

京都市条例第   号 

京都市特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例 

京都市特定非営利活動促進法施行条例の一部を次のように改正する。 

第３条第２項第１号中「場合」の右に「（市長が同法第３０条の１０第１項又は第３０条

の１２第１項の規定により地方公共団体情報システム機構から当該役員に係る機構保存本

人確認情報(同法第３０条の９本文に規定する機構保存本人確認情報(同法第７条第８号の

２に規定する個人番号を除く。)をいう。) の提供を受ける場合を除く。）」を加える。 

第１４条を第１５条とし、第１３条を第１４条とし、第１２条の次に次の１条を加える。 

（情報通信技術活用法の適用） 

第１３条 法第７４条に規定する届出及び提出については、別に定めるところにより、同

条の規定により読み替えて適用する情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法

律（以下「読替え後の情報通信技術活用法」という。）第６条第１項の規定に基づき、

電子情報処理組織（市長の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と

法第７４条に規定する届出又は提出をする者の使用に係る電子計算機とを電気通信回

線で接続した電子情報処理組織をいう。）を使用する方法により行うことができる。 

２ 法第７４条に規定する通知及び交付については、別に定めるところにより、読替え後

の情報通信技術活用法第７条第１項の規定に基づき、電子情報処理組織（市長の使用に

係る電子計算機と法第７４条に規定する通知又は交付を受ける者の使用に係る電子計

算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。）を使用する方法により行

うことができる。 

３ 法第７４条に規定する縦覧及び閲覧については、別に定めるところにより、読替え後

の情報通信技術活用法第８条第１項の規定に基づき、電磁的記録（電子的方式、磁気的

方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、

電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）に記録されている事項又は当

該事項を記載した書類により行うことができる。 

附 則 

この条例は、市規則で定める日から施行する。    （文化市民局地域自治推進室） 
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（文化市民局地域自治推進室） 

                                  


